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2023 年 4 月 5 日 

報道関係各位 

GMO ペイメントゲートウェイ株式会社 

 

「銀行 Pay」基盤システムに「ことら税公金サービス」を接続 

～地方税統一 QR コードに対応した地方税納付を可能に～ 

 

GMO インターネットグループにおいて、総合的な決済関連サービス及び金融関連サービスを展開する GMO

ペイメントゲートウェイ株式会社（東証プライム市場：証券コード 3769、代表取締役社長：相浦 一成 以

下、GMO-PG）は、「銀行 Pay」基盤システムと、株式会社ことら（※1）（代表取締役社長：川越 洋 以下、

ことら社）が提供する「ことら税公金サービス」を接続し、本日 2023 年 4 月 5 日（水）より提供を開始し

ました。これにより「銀行 Pay」基盤システムを利用する金融機関は、独自のスマートフォン決済サービス

（スマホアプリ）と「ことら税公金サービス」との接続が可能となり、口座利用者の地方税（※2）納付におけ

る利便性を向上することができます。 

（※1）株式会社みずほ銀行・株式会社三菱 UFJ 銀行・株式会社三井住友銀行・株式会社りそな銀行・株式会社埼玉りそな銀行が出資し

設立。 

（※2）固定資産税、都市計画税、自動車税種別割及び軽自動車税種別割の 4 税目が収納対象（自治体により対象税目が異なる場合があ

ります）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【背景と概要】 

2023 年 4 月より開始する、自治体・金融機関等の事務負担の軽減や納税者の利便性向上を目的とした地方

税統一 QR コード（※3）の活用（※4）に伴い、ことら社は納税者がスマートフォンで地方税統一 QR コードを読

み取るだけで税・公金納付ができるサービス「ことら税公金サービス」の提供を開始しました。 

GMO-PG は、金融機関が自行のスマートフォン決済サービスを提供できるよう「銀行 Pay」基盤システム

を展開する中、導入する金融機関が地方税統一 QR コードに対応できるよう、「ことら税公金サービス」と

「銀行 Pay」基盤システムを接続しました。これにより「銀行 Pay」基盤システムを利用する金融機関は、

独自のスマートフォン決済サービスで地方税統一 QR コードを読み込むだけで税・公金の支払いが可能なサ

ービスを口座利用者に提供できるようになります（※5）。 
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今後も GMO-PG は、金融機関・事業会社への BaaS 支援等を通して社会のキャッシュレス化・DX を推進

してまいります。 

（※3）QR コードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。 

（※4）内閣府ホームページ「規制改革実施計画」（令和 3 年 6 月 18 日閣議決定） 

（URL： https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/publication/keikaku/210618/keikaku.pdf ） 

（※5）「銀行 Pay」基盤システムを導入している金融機関の「ことら税公金サービス」接続予定については、ことら社のホームページ

（URL： https://www.cotra.ne.jp/ltaservice/ ）もしくは各行からの公表内容等をご参照ください。 

 

【「銀行 Pay」基盤システムについて】 

（URL： https://www.gmo-pg.com/service/ginkopay/ ） 

GMO-PG が基盤システムを提供する「銀行 Pay」は、スマートフォンアプリから即時に金融機関口座の引き

落とし等による支払いができるサービスです。金融機関は、「銀行 Pay」基盤システムを活用した独自のスマ

ートフォン決済サービスを展開できるだけでなく、導入金融機関間の相互連携を可能にするマルチバンク決

済機能（金融機関間の相互乗り入れ）により、金融機関や地域を越えて利用できるサービスとして提供する

ことが可能です。 

そのほか、対面決済・払込票決済への対応や、「ことら送金サービス」・「ことら税公金サービス」との接続が

できます。また、オプション機能としてタッチ決済や EC での口座直結決済への対応、地域・自治体との連携

などが可能です。 

 

【GMO ペイメントゲートウェイ株式会社について】 

オンライン化・キャッシュレス化・DX などを支援する決済を起点としたサービスを提供しています。年間決

済処理金額は 12 兆円を超えており、オンライン総合決済サービスは EC 事業者や NHK・国税庁等の公的機

関など 10 万店舗以上の加盟店に導入されています。 

決済業界のリーディングカンパニーとして、オンライン総合決済サービス、対面領域での決済サービス、後

払い・BNPL（Buy Now Pay Later）、金融機関・事業会社への BaaS 支援、海外の先端 FinTech 企業への

戦略的投融資など、決済・金融技術で社会イノベーションを牽引し、持続可能な社会の実現と社会の進歩発

展に貢献してまいります。（2022 年 12 月末現在、連結数値） 

以上 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

【GMO ペイメントゲートウェイ株式会社】（URL： https://www.gmo-pg.com/ ） 

会 社 名 GMO ペイメントゲートウェイ株式会社（東証プライム市場 証券コード：3769） 

所 在 地 東京都渋谷区道玄坂１丁目 2 番 3 号 渋谷フクラス 

代 表 者 代表取締役社長 相浦 一成 

事 業 内 容 ■総合的な決済関連サービス及び金融関連サービス 

資 本 金 133 億 23 百万円 

【サービスに関するお問い合わせ先】 

●GMO ペイメントゲートウェイ株式会社 

 イノベーション・パートナーズ本部 第１営業統括部 

金融第１営業部 

 TEL：03-3464-2323 E-mail：info@gmo-pg.com 

【報道関係お問い合わせ先】 

●GMO ペイメントゲートウェイ株式会社 

 企業価値創造戦略 統括本部 広報・UX 部 

TEL：03-3464-0182 

 お問い合わせフォーム： 

https://contact.gmo-pg.com/m?f=767  

 

●GMO インターネットグループ株式会社 

グループコミュニケーション部 広報担当 山崎 

TEL：03-5456-2695 

E-mail：pr@gmo.jp 

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/publication/keikaku/210618/keikaku.pdf
https://www.cotra.ne.jp/ltaservice/
https://www.gmo-pg.com/service/ginkopay/
https://www.gmo-pg.com/
mailto:info@gmo-pg.com
https://contact.gmo-pg.com/m?f=767
mailto:pr@gmo.jp
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【GMO インターネットグループ株式会社】（URL： https://www.gmo.jp/ ） 

会 社 名 GMO インターネットグループ株式会社（東証プライム市場 証券コード：9449） 

所 在 地 東京都渋谷区桜丘町 26 番 1 号 セルリアンタワー 

代 表 者 代表取締役グループ代表 熊谷 正寿 

事 業 内 容 ■インターネットインフラ事業   ■インターネット広告・メディア事業 

■インターネット金融事業     ■暗号資産事業 

資 本 金 50 億円 

  Copyright (C) 2023 GMO Payment Gateway, Inc. All Rights Reserved. 

https://www.gmo.jp/

